日本国際経済学会第70回全国大会報告論文要旨


報告題目 ：「決済システムから考えるACU（アジアバスケット通貨）」
　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　赤羽　裕（みずほコーポレート銀行）
本稿は、GDPでついに日本が中国に抜かれ、日本の立場から考えても、今後ますますアジア域内の経済協力が必要となってきた状況をふまえ、1997年に発生したアジア通貨危機以降進められているアジアにおける通貨・金融協力について考察したものである。チェンマイ・イニシアティブなど、着々と進む金融協力に対して、通貨協力は、まだ研究・検討段階の域を脱していないといえる。そこで、本稿では欧州の「ユーロ」の前身であったECU（＝European Currency Unit）のアジア版ともいえるバスケット通貨を切り口にACU（＝Asian Currency Unit）の実現手法を、決済システムの観点から考える。
決済システムに注目をするのは、以下の理由による。アジアでは、貿易など域内取引について米ドル建てが大半を占めている。米ドルが域内取引で使用されるのは、域内各国通貨は交換性など規制があることと、それに伴い流動性が低く民間での利用については取引コストが高いという問題がある。そのため、国際的な基軸通貨であり、取引コストの安い米ドルが利用される割合が高い。域内通貨の流動性を高め、取引コストを下げる場合、そのインフラとなるのが決済システムである。
現在のアジア域内通貨は外為シェアが低く、人民元を始めとして規制緩和にまだ時間がかかると思料する。一方で、米ドルの「基軸通貨」としての地位は揺らいでいる。合わせて、域内取引が今後も増加することを勘案すると、アジア域内諸国が、従来どおりの米ドル建てで行うよりも、域内通貨で行うことを指向することが予想され、域内通貨のバスケットであるACUの利用ニーズが高まる。したがって、そのインフラというべき決済システムを準備しておく必要があると考えている。
本稿では、ACUに関して、一般的な決済システムの概念を整理した上で、ヨーロッパの事例であるECUを参照した上で、その仕組の構築について検討した。具体的には、ACUの資金移動に関する決済システムはECUの仕組を基本的に準用し、当時のBISの役割はアジア域内に新設する。その役割を担う候補としては、AMRO(＝Asian Macroeconomic Research Office)を考えている。一方で、構成通貨とACU間の合成・分解はCLS銀行の仕組を応用して、中央銀行マネーを利用しファイナリティを担保することを検討した。

また、こうした検討は、日本が今後の経済成長にアジア域内の成長力を活用していくためにも、域内他国にもメリットがあることの理解を得て、協力を得る努力をしながら主体的に進めていくべきと考えている。
なお、本稿の内容・見解は個人的なものであり、みずほコーポレート銀行、その他いかなる組織とも無関係である。















